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   代替燃料使用奨励のための対策 
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 温室効果ガス放出問題は、交通運輸面での燃料の使用

から生じている。この問題に対処するためには、交通問題に直接

対策を講じるほか、様々な代替燃料を使用を促すことも考えられ

る。従来のガソリン使用から、エチルアルコール、バイオディーセ

ルなどのバイオ燃料の使用に移行していく必要がある。これらの燃料を使用した場合の二酸化炭

素放出量は、植物の光合成に利用され、大気中の二酸化炭素量には影響を及ぼさない。石油燃

料に替わり、これらのバイオ燃料を使用することにより、石油燃料から放出される温室効果ガスが

削減できる。そのほか、二酸化炭素放出量の少ない天然ガス(CNG/LPG)(14)などを使用すること

によっても、温室効果ガス削減に貢献できる。 

 エネルギー省エネルギー事業局による 2004 年～2007 年のデータ（表 7 参照）を見ると、

バンコク都における、ガソホールやバイオディーゼル等の石油にバイオ燃料を混合した燃料の使

用はまだ少ないようである。しかし、混合燃料の使用は今後増加する可能性があると考えられる。 

 

       表 7：バンコク都における代替燃料使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

14 CNG(Compressed Natural Gas)/LPG(Liquefied Petroleum Gas) 

 

代替燃料（100 万リットル／年） 年間平均 

2004 年～2007 年 

ガソホール 91 52.8 

ガソホール 95 448.7 

ベンジン 91 1,524.1 

ベンジン 95 893.6 

パームディーゼル 3.5 

軽油 6,278.9 

軽油 B5 51.1 

天然ガス（備考： トン／年） 927,622 

 

代替燃料使用奨

励のための対策 
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バンコク都における燃料使用は、年間 2,118 万トンもの温室効果ガスを生み出している。

以下に、係数（15）を用い算出した各種燃料からの温室効果ガス排出量を示した。 

 ・ ディーセル  ＝2.261kg 二酸化炭素／リットル 

 ・ ベンジン  ＝1.976 kg 二酸化炭素／リットル 

 ・ 液体天然ガス  ＝1.293 kg 二酸化炭素／リットル 

 

 これらの代替燃料に関する政策はエネルギー省が担当している。しかし、バンコク都も都

民の代替燃料使用量を促進するキャンペーンを展開し、バンコク地区における二酸化炭素放出

量削減に努めている。 

 

目的：バンコク都民の混合バイオ燃料を使用を奨励し増加させる。 

 

バンコク都における代替燃料使用奨励 

目的：石油燃料に替わりガソホールの使用量を増加させる 

 

 

 この対策の推進には、様々な活動の継続的な取り組みが必要である。都民に代替燃料に関する知識

を提供し理解を求め、自動車ユーザーに自信を持って利用してもらえるよう奨励していかなければならない。こ

れにより、バンコク都民が代表的な代替エネルギー使用のさきがけとなり、国民全体や各組織を先導していく役

割を担うことになる。 

 

 

 

 

 

                                   

15 Energy Information Administration, U.S. Department of Energy,  

 (http://www.eia.doe.gov/oiaf/1605/coefficients.html) 

対策 1 

計画 1.1：石油燃料に替わりガソホールの使用 
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バンコク都の過去 3 年間におけるバイオディーゼル使用量はまだごくわずかで、ディーゼルオイ

ル全体の 0.1％にも達していない。交通面での二酸化炭素放出量の三分の二はバイオディーゼ

ルオイルによるものなので、バイオディーゼルの奨励キャンペーンからは、さらに具体的な結果が

期待できると考える。 

 

 

 

 

 

 

計画 1.2：ディーゼルオイルに替わるバイオディーゼル使用奨励キャンペーン 

成果 

エネルギー省エネルギー事業局による、バンコク都内における

燃料使用量データ（2004 年～2007 年）によると、代替燃料の使

用が増加しているのがわかる。ガソホールの使用量は、バンコ

ク都内のベンジン消費量に対して 2004 年には 1％未満だった

のが、2007年には25％にまで上昇している。今後も（特に）ガソ

ホール 91 の奨励活動を継続していけば、2012 年にはガソホー

ルの使用はバンコク都におけるベンジン消費量の半分まで達

するだろうと期待されている。ガソホール 91 と 95 を合わせ、年

間 13 億 5,000 万トンの使用が実現でき、石油燃料の使用削減

をさらに進めることにより、2012 年には約 2,700 万トンの二酸化

炭素放出を削減することができる。 
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いずれにせよ、ディーゼルオイルの代わりにバイオディーゼルを使用した場合の、温室効果ガス

削減に対する効果はまだごくわずかである。バイオ燃料の混合率が高いことから消費者からあま

り受け入れられていないことが原因に挙げられる。今日、エネルギー省が使用推進を行っている

が、バイオ燃料の混合率は 5％のみに限定している。将来の二酸化炭素放出量削減にかなりの

効果が期待できるため、バイオディーゼルのバイオ燃料混合率は上げるべきである。この計画に

おいては、具体的な効果を上げるため、バイオ燃料の混合率を 50％とし予測を立てている。 

 バンコク都によるこの計画は、エネルギー省の協力によるバイオディーゼル使用推進を

行うキャンペーンの他に、株式会社バンチャークペトロリアムの協賛を得て、「国王即位 80 周年記

念 タイ社会の経済成長のためのバイオディーゼル」プロジェクトの下、バイオディーゼル生産奨

励活動も行っている。このプロジェクトでは、地域の市場やコミュニティーから植物油を購入し「バ

イオディーゼル」を精製している。また、使用後のオイルを誤った方法で廃棄することによる環境

への影響を軽減すると同時に、上述のような植物性のオイルを用いることで、都民の健康へのリス

クも軽減している。 
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16 エネルギー省エネルギー事務局「県別燃料油消費量」、 

(http://www.doeb.go.th/information/infor_data.html) 

 

 

 

 

 

写真 

成果 

現在、各種車両にバイオディーゼルを使用することは、まだ

あまり受け入れられていない。バイオ燃料混合率には 5～

100％（純バイオディーゼル）があるが、混合率の高いものほ

どその傾向がある。(バイオディーゼルを使用できるディーゼ

ルエンジンは多様であり、自動車エンジン、給水機、発電機

などに搭載されている。)いずれにせよバイオディーゼルの調

整及び生産には、まだ不安定な要素がある。したがって将来

におけるこの計画の予測は、各方面におけるキャンペーンの

奨励できる範囲、及び現在の混合率から今後増やせる混合

率を考慮して、実現可能な範囲で示している。この計画によ

る奨励キャンペーンは、バンコクにおけるディーゼルオイル使

用量全体に対するバイオディーゼルの割合を 5～30％増や

すことにより成果が得られるだろう。エネルギー事業局のデー

タ（16）によると、ディーゼルオイルの消費量は現在年間約 60

億リットルである。その 5～30％という目標値を実現すること

で、二酸化炭素の放出量削減を実現することができる（表

8）。 
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そのような理由から、温室効果ガス放出量削減に対する効果を理解してもらうため、バイオ燃料の

混合率が 50％であるバイオディーゼルを使って算出し、成果予測を立てた。 

 この計画の成果をまとめると、二酸化炭素放出量を約 3,400 万トン削減できるという結果

が出た（表 8 参照）。バイオ燃料を年間 1 億 5,000 万リットル消費すると考えると、バイオ燃料混合

率 50％のバイオディーゼルを使用することから得られる効果は、ディーゼルオイル使用量全体

（年間 60 億リットル）の約 5％である。しかし、バイオ燃料混合率 50％以下のバイオディーゼル使

用においても、バイオディーゼル使用量全体の 5％以上の効果を上げることも可能であると考えら

れる。 

 

 

 

表 8 バイオ燃料混合率を 50％まで高めたバイオディーゼル使用時の二酸化炭素削減効果（2012 年時） 

ディーゼルオイル使用

量全体に対するバイオ

ディーゼル使用率（％） 

ディーゼルオイル（ノー

マル）の代わりに使用

したバイオディーゼル

の量（100 万リットル） 

石油由来のディーゼル

オイルからの二酸化炭

素放出量（100 万トン） 

石油由来のディーゼル

オイルを 100％使用し

た場合からの二酸化炭

素削減量（100 万トン） 

30 1,800 11.53 2.04 

20 1,200 12.21 1.36 

10 600 12.89 0.68 

5 300 13.23 0.34 
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奨励計画 

二酸化炭素を発生するペトロリアムの使用削減 

 ペトロリアムの代わりにバイオ燃料を使用する他、バンコ

ク都は二酸化炭素放出量の少ない天然ガス(CNG/LPG)等の代

替燃料を、都民が使用するよう奨励するキャンペーンを実施する

予定である。そのような代替燃料の使用から、家計の負担軽減だ

けでなく、効率的に大気汚染が緩和できるなどの効果が期待で

きる。バンコク都は、都の管轄下にある組織のエンジン交換と代

替燃料使用を推進し、都民や他組織の見本となり燃料使用削減

への協力を促すよう奨励している。 

 

実現可能性を高めるための研究計画 

 バンコク都は、ペトロリアムの代わりにバイオ燃料を使用

した発電プロジェクトを検討している。バンコク都は現在約 3,000

万トンの樹木を保有していると推定されており、5 年後には、

5,000～6,000 万トンにまで増えると見込まれている。これらの樹

木は定期的に枝払いを行わなければならない。そこで、バンコク

が切り落とした枝や葉を燃料として小規模発電所で利用できれ

ば、樹木 1 本につき年間約 3～4 キログラムの燃料を確保できる

ことになる。その結果、バンコク都は年間 150,000～240,000 トン

のバイオ燃料を確保でき、発電のための代替燃料として利用す

ることが可能である。これらの実行は、クリーン開発メカニズム

(Clean Development Mechanism)の排出枠を利用することにより

可能であり、バンコク都は小規模発電所を設置し、発電した電力

をナコンルワン電力機構の電気システムに提供、または特定の

活動、場所において利用する予定である。 
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     建物内の電力使用改善のための対策 
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ビル内または家屋においてエネルギーを使用することも温室

ガス発生要因の一つである。バンコクにおいて建物内電力使

用の主な例として、室温調整が挙げられる。これは建物でのエ

ネルギー使用の最も高い割合を占めており、約 60～70％に上る。照明としての使用が次に続き、

現在バンコクにおける建物での電力使用は年間 29,200GWh に上る。その結果放出される二酸化

炭素量は年間 486 万トンである（17）。 

また、エネルギー省（19）代替エネルギー開発及びエネルギー保全局（18）の予測によると、もし

何の対策も講じられなかった場合、建物の電力使用は年々上昇し、2011 年には年間約 1,600 万

トンの温室効果ガスを排出することになる（図 11 参照）。建物内の電力使用改善のための様々な

対策の効率よい実行のために建物内での節電を心がけることで、今後電力を年間 4,391GWh ま

で抑制することができる。その結果、発電のために使用する燃料を直接節約でき、最終的には温

室効果ガスの放出を年間 225 万トンまで削減することが可能である。 

 

 

図 11： 

バンコク都の電力使用からの 

二酸化炭素放出状況及び 

何の対策も講じなかった場合 

(BAU)と提案された様々な対策 

をすべて実行した場合の結果 

予測比較 

 

 

 

  

 

 

 

この計画における様々な方針は、代替エネルギー及びエネルギー保全局による「建物内のエネルギー保

全基準原則及びデータカリキュラム報告書」ならびに「新規建築許可申請予定の建物内におけるエネル

ギー保全基準カリキュラムのプロジェクト研修報告書」（2007 年）を根拠としている。 

                               

17 ERM-Siam(2005). “Study on Electricity. Sector Baselines in Thailand.” Final Report Submitted to ECON 

Center for Economic Analysis under DANIDA contract on Capacity Building for CDM in Thailand, 14pp. 

18 2002 年 9 月 24 日「エネルギー開発奨励局」から名称変更(http://energy.go.th/th/aboutUs.asp) 

19 エネルギー省代替エネルギー開発及びエネルギー保全局「電力需要予測 2007 年 3 月号」、2007 年 

 (http://eppo.go.th/load/LF-2007-03-26.pdf) 

建物内の電力使用

改善のための対策 

対策を実行した場合の将来に

おける温室効果ガス放出量 

何の対策も講じなかった

場合の温室効果ガス放出

量 

温室効果ガス放出量（100 万トン／年） 
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建物内の電力使用効率化 

 1992 年、政府は「エネルギー保全奨励に関する条例」を制定した。その省令には、法律

に従いエネルギー保全及びエネルギー保全奨励を行うための重要な規定がなされている。続い

て「建物管理規定勅令」が出され、さらに「建物のエネルギー保全基準規定に関する条例」が制

定された。その条例は、エネルギー保全計画及び目標を規定するために、大規模商用建築物は

査定を行い、エネルギー使用の報告、エネルギー使用の効率及びエネルギー保全の可能性報

告を行わなければならないと定めている。 

 

 

 

 

 

 バンコクは都の管轄下にある建物が、代替エネルギー開発及びエネルギー保全局が従

来のものを改定した「新規大規模建築物のエネルギー保全原則」の方針に従い対策を実施でき

るよう管理する。この計画の実行により、年間 16GWh の節電が実現でき、年間 1 万トンの二酸化

炭素量放出を削減が可能である。 

 この計画では、温室効果ガスの大幅削減は見込めないが、バンコク都内の各種建物に

おける取り組みがバンコク都の環境改善に役立つという認識を高め、そのような行動の励行を都

民意識づける重要な例を示している。 

 

 

 

出典：http://sabyehome.com/nepobld.htm 

計画 1.1：代替エネルギー開発保全局の「大規模建築物におけるエネルギー保全の方針」

に従うことにより、バンコク都内の建物の効率を改善する。 

対策 1 
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 バンコク都は政府と提携し、「新規大規模建築物内のエネルギー保全原則」の採用方式

改善を図るため、代替エネルギー開発及びエネルギー保全局による「大規模建築物内のエネル

ギー保全方針」を、代替エネルギー開発及びエネルギー保全局の予測に従い、現在建設中及

び将来建設予定の建物にも適用する。この計画の実施により、年間 816GWh の節電が実現でき、

年間 42 万トンの二酸化炭素削減が可能である。 

 

成果 

 代替エネルギー開発及びエネルギー保全局の原則に従い、大中規模建築物内の電力

使用削減を図るという計画 1 の実行により、年間 837GWh の節電及び年間 43 万トンの二酸化炭

素放出削減を実現できた。 

 

計画 1.2：バンコク地区の新規大規模及び中規模建築物の効率を、エネルギー開発及びエ

ネルギー保全局による「大規模建築物のエネルギー保全方針」に従い、旧建築物を含めた

すべての建築物の 10％以上に規定する。 
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都民の節電キャンペーン 

 都民にビル及び家屋における節電の協力を呼びかけることは、温室効果ガス削減のた

めに重要である。そこでバンコク都は都民に知識を提供し理解を深めてもらい、次のような様々な

節電対策を意識してもらうべく、この計画を実施する。 

 

 

  

 バンコク都は都民が行動を改め必要時にのみ電化製品を使用するよう推進する。そのた

め、電気の使用が終わったら電源を切るよう警告する内容のポスターをスイッチ付近や建物内に

貼るなど、都民の節電意識を高める呼びかけを行う。これらの実施により、家屋や小規模な活動

において 1,370GWh の節電を実現でき、年間 70 万トンの二酸化炭素放出削減が可能である。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

計画 2.1：都民が必要時にのみ電化製品を使用するよう推進する 

計画 2.2：都民のエアコン使用方法の改善を推進する 

エアコンの快適温度 25℃ 

電気代 10％節約 

対策２ 

使ったら消すつけるのは使うとき 

1～5％の節電 

使ったらすぐコンセントを抜こう 

バンコク都は、都民が自宅では楽な服、袖の短い

服を身に着けるよう呼びかけ、職場においても暑

い気候に即した服を着用する習慣を確立するよう

奨励する。エアコンの代わりに扇風機を使用し、必

要以上にエアコンを使用することを避けるよう働き

かける。これらの実施により、家屋や小規模な活動

において797GWhの節電を実現でき、年間41万ト

ンの二酸化炭素放出削減が可能である。 
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 バンコク都は、不使用時(Standby Mode)には電力消費量が 1W 以下であることを証明す

るラベルがついている機器の使用を都民に促す。これらの実施により、家屋や小規模な活動にお

いて 265GWh の節電を実現でき、年間 14 万トンの二酸化炭素放出削減が可能である。 

 

 

 

 

計画 2.3：機器の節電効果を表示するラベルの添付及び機器のメンテナンスを奨励する 

計画 2.4：不使用時には電力消費用が 1W 以下であることを証明するラベルがついている

機器の使用を都民に促す 

バンコク都は、機器に節電効果を表示するラベルを添

付することを推奨し、節電レベル 5 の電化製品の使用

及び電化製品のメンテナンスを奨励する。これらの実

施により、家屋や小規模な活動において 872GWh の節

電を実現でき、年間 44 万トンの二酸化炭素放出削減

が可能である。 
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 バンコク都は、白熱灯に代わり節電効果の高い蛍光灯、安定器及び電球型蛍光灯の使

用を奨励する。これらの実施により、家屋や小規模な活動において 250GWh の節電を実現でき、

年間 13 万トンの二酸化炭素放出削減が可能である。 

 

 

成果 

 バンコク都における節電のための計画 2 を実行することにより、2011 年には建物内の電

力使用を合計 3,554GWh 節約することができ、二酸化炭素放出量は 182 万トン削減可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画 2.5：節電式の電球と効率の高い安定期使用を推進する 
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     廃棄物及び汚水処理のための対策 
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廃棄物や汚水の大部分は生態系の中で分解可能な有機

物であり、温室効果ガスである二酸化炭素ガスを排出す

る。またゴミを山積みに放置することや酸素不足状態の

汚水は、同じく温室効果ガスであるメタンガスを発生さ

せる。ゴミの量を減らしたり、汚水問題をより効果的に

処理することは、温室効果ガスが発生する機会や量を減らす事になる。現在バンコクのゴ

ミ削減はすでに高い効果を上げているので、この計画においては、家庭での実践や現在よ

りもより効率よくゴミ処理が行えるように国民の協力を得られるようにする事、今からす

ぐゴミの量や汚水を減らせるようにする事に重点を置き、今よりもゴミ処理の効率を上げ

るよう支援する。 
 ゴミや汚水から発生するメタンガスや二酸化炭素ガスのような温室効果ガスの量は約

３％であるが、現在バンコクで放出される全ての温室効果ガスと比べればその割合は低い。

依ってゴミや汚水から発生する温室効果ガスの量を減らしても地球温暖化に歯止めをか

けることにはならないかもしれないが、ゴミの量をコントロールしたり、より効率よくゴ

ミを処理する事を目指したゴミ処理管理は、自然を守ることにも繋がる。 
  

目標 : 有機成分処理に重点を置き、ゴミ処理や汚水浄化の効率を上げる 

  

 

 

 

  

 

 

廃 棄 物 及 び 汚 水 

処理のための対策  
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廃棄物処理の効率化 

 ゴミ処理は社会全ての問題であり、様々な方法によりごみ処理システムの流れのなかで

処理されている。例えば「３Rs:Reduce Reuse Recycle 計画」のように、社会でゴミを再

度資源として生かす事もできる。協力し合って、３Rs の原則をきちんと実践すれば、バ

ンコクのゴミの量を目に見えて減らすことができる。 

 

 有機ゴミ処理規定の実施は、国民がゴミを捨てる前に分別する事を奨励する「ゴミ減量

計画」のもと現在実践されており、遂行可能な計画である。ゴミ処理管理の効率をより上

げる事ができ、埋めたり壊さねばならないゴミの量を減らす事ができる。従って、埋める

と温室効果ガス発生の元となる有機ゴミを、分解されやすいように分別する事を奨励して

いる。またさらに多く分別された有機ゴミを醗酵して有機肥料を作ることも出来る。この

規定を実施するには国民の多くの協力が不可欠である。 
 現在バンコクのごみ収集量は１日平均約 8,300 トンである。（2006 年）（20）有機ゴミ

は収集量の約半分の多さに達しており１日 4,000 トン以上になる。各地で収集されこの５

年間にバンコクのゴミ収集センターに集められたゴミの総量を比べると、捨てられ収集さ

れるバンコクのゴミの量は減少の傾向にあることがわかる。この３年間は幾分安定してお

り１日 8500-8300 トンの間である（表 9 参照） 
 

 

表 9 

          

                           

                           

                            

                           

                         

                                   

 

 

-------------------------- 

（20）（21）バンコク環境報告書「2007 年度アピラック・バンコク知事下におけるバンコクと環境事

業」2007 年 

 

  

計画 1.1：有機ゴミ処理 

年 収集量 
（トン/日） 

2003 9350 

2004 9360 

2005 8500 

2006 8400 

2007 8300 

対策 1：  

バンコク都各地で

集 積可 能な 廃 棄

物概量実数提示

（21） 
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 ゴミからの温室効果ガスの発生を減らすために、バンコクは現在収集処理しているゴミ

から、埋め立てるゴミの量を減らさなければならない。従って有機ゴミ処理の管理に真面

目に取り組み継続していくことを目標とするキャンペーンを実施すれば、バンコクのゴミ

の量は多分あと約 15％減らすことが出来るだろう。埋めなければならないゴミの量は 1
日 8300 トンから 1 日 7000 トン余りに減り、将来もその量で安定し続けるであろう。こ

の減少分は埋めるのとは別の方法で処理されるよう分別された有機ゴミである。 
 これにはゴミの分別を奨励し、残飯を集めてより有効に活用するという事も含まれる。

例えば、家庭やレストランなどの残飯を分別する為に、分解可能ゴミ専用のゴミ袋を配り、

このゴミを集めて有機肥料を作る事などである。バンコクでは、有機ゴミを受け取る場所

を増やし、公共の場所や共同体にあった分別をして、各世帯が協力しあって実践するよう

になるよう支援し奨励している。 
 これを実践すると、埋めると温室効果ガスを発生する有機ゴミの量を減少させ、温室効

果ガスの発生を減らす結果となり地球温暖化に良い影響を及ぼす。いずれにせよ昨年収集

された１日平均約８３００トンのゴミは温室効果ガスを発生させ、あと３年先まで影響を

与える。（グラフ１２参照）グラフの線は二酸化炭素ガスと同じと考えられるトン単位の

メタンガスの発生量を表している。２００８年から２０１２年の間に埋められた量が２０

０６年のレベル約１日８３００トンと変わらない場合と、２００８年以降から埋める量を

減らし１日約７０００トン余りにできた場合である。有機ゴミが減れば、２０１１年には

メタンガスの発生は二酸化炭素約９３万トン相当量減少する。（グラフ１２・点線参照）

１年で約１０３万トン減少し、何もしなければ１０万トンしか減少しない。 
 

 

  

       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１２ 

廃棄物処理から削減された

温室効果ガス（二酸化炭素）

排出量提示 ーゴミの量が現在と変わ

らない場合 

有機ゴミの量が２００８年に１日１３

０0 トン減少し将来もそれが続く場合 

 二酸化炭素ガスと同じ温室効果ガスの発生量（トン/日）
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 温室効果ガスの測定は 2006 IPCC（22） Guidelines for National Greenhouse Gas 
Inventories(IPCC.2007)で解説されている First Order Decay Model を使用する。埋めて

捨てられた廃棄物は約 30 年間メタンガスを排出してきた。ゴミを埋めた場合の温室効果

ガスとは、二酸化炭素ガス（CO2）は入れずにメタンガスだけだと考えられてきた。なぜ

かというと二酸化炭素ガスは排出された後、植物の光合成の際に吸収されるからである。 

  
 メタンガスの測定は IPCC のデフォルト値,（Default values）を使用する。分解可能な

有機炭素値（Degradable Organic Carbon:DOC）、微生物が分解可能な炭素値又は

assimilated rate,分解定数（Rate constant:k）、埋めた場所におけるメタン値（Faction of 
Methane）、酸化したメタン値（Oxidation factor）様々なゴミ処理におけるメタン値

（Methane Correction Factor:MCF）である。 

  
 有機ゴミの一部は肥料を作る為に醗酵させる。その際、発生するメタンガスを燃焼させ

二酸化炭素に変えるようなプロセスがもしなければ、地球温暖化問題に作用する温室効果

ガス減らすことはできないが、もし発生するメタンガスを燃焼させたり、代替燃料として

使用すれば、地球温暖化の原因である温室効果ガスを減らすことができる。従ってバンコ

クは有機肥料製造工場の能力を高め、生産性を上げることを推し進めていかねばならない。 
  

 

 

 

 

-------------------------------- 

22 IPCC (Intergovernmental Panel on Climate Change) 
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 ごみの分別効果があがった後に続いてできたのがこのゴミのリサイクルだ。バンコク都

によるキャンペーンのもと家庭から社会全体にいたるまでゴミの分別を実践した結果で

ある。この規定はゴミの種類によって分別されたゴミをより多くリサイクルするというも

のである。現在のバンコクのゴミには紙やプラスチックなど、リサイクルできる可能性の

あるゴミがまだ適度にあり、それはゴミの総量のおよそ三分の一にあたる。（２３）最初

に述べた方法でゴミの量を減らす以外に、種類によって分別されたゴミをリサイクルして、

それらの材料の製造過程で排出される温室効果ガスの発生を減らしている。間接的に温室

効果ガスの排出を減らす第一歩である。 
 2005 年バンコクのノーンケム、サーイマイ、オンヌットにある廃棄物運搬場のゴミ収

集の資料によれば、リサイクルされる紙、プラスチックや金属ゴミの量はまだかなり少な

い。（その量は紙は 100 分の 0.72、プラスチックは 100 分の 2.55、金属は 100 分の 2.05、
一年のゴミの量は紙 300,000 トン,プラスチック 800,000 トン,金属 60,000 トン）（２４）

捨てる前にゴミを分別するキャンペーンや正しい方法でゴミを捨てることにより、ゴミの

リサイクルを 100 分の 10 にまで増やせるように推し進められたら、温室効果ガスの排出

は約 140 万トン、二酸化炭素は 2008 年から 2012 年の間の平均で一年に 28 万トン減らす

事ができる  

 
 

 
 

_________________________________________________________________ 

23 バンコク環境報告書「2007 年度アピラック・バンコク知事下におけるバンコクと環境事業」2007 年 

24 バンコク環境局 “環境局２００５年：Bangkok State of the Environment 2005”, 2005  

 

  

  

 計画 1.2：ゴミのリサイクル（Recycle） 
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成果 
 もし目標にそってゴミ処理の効率が上がる措置を遂行出来れば、温室効果ガスの排出は

直接的な方法と間接的な方法で年に 38 万トンまで減らす事ができる。 

 
遂行可能な研究すべき措置の追加 
 現在バンコクでは埋める方法を基本にして、ゴミを廃棄している。この方法ではゴミが

山積みになり、有機物からメタンガスが発生する。しかし今のバンコクのゴミの量の半分

以上の多さを占める有機ゴミ（２６）をリサイクルにまわしエネルギーに変えれば、温室

効果ガスの発生を減らす事ができる。いずれにせよ、廃棄物を熱処理によりエネルギーに

変えることは、まだかなり制限事項がある。汚染問題が起こらない様なテクノロジーを選

ばねばならない。 

 
 バンコクは廃棄物をエネルギーに変える計画の実施が可能かどうか、有機ゴミを肥料製

造に用いる方法で処理する措置を遂行すれば、ある適度温室効果ガスの排出を減らせるの

かどうか考察中である。しかしいずれにせよ、肥料の製造に用いた残りの有機ゴミの部分、

例えば木屑、骨、動物の皮、廃油などはそれ以上分別するのが難しい状況にあるので、今

後は分別して肥料を製造することが難しくなるであろうことから、廃棄物をエネルギーに

変える工場へ供給するための有機ゴミの分別が増えている。もし廃棄物をエネルギーに変

える工場が有機ゴミでないものの処理を請け負ったら、ある種の有機物質であるゴミから

二酸化炭素ガスを排出させるので、温室効果ガスの削減の成果は上がらない。従って実施

措置規定の制定においては詳細に研究され、適したテクノロジーを導入しなければならな

い。 

 
  バンコクは温室効果ガス削減の別の方法として空地でゴミを燃やす事をしないよう

に国民に早急に広報すべきである。 

 
 
------------------------------------- 

25 Friend of the Earth(2000)"Greenhouse gases and waste   management options" 

(http//www/poe.co.uk/resource/briefings/greenhouse_gases.pdf) 

26 バンコク環境報告書「2007 年度アピラック・バンコク知事下におけるバンコクと環境事業」2007 年 

タイ国においては、種類別に分別されたゴミをリサイクルすると、温室効果ガスの排出

をどれくらい減らす事が出来るのかということについての資料がないので、今回の報告

では、ライフサイクルで減らせる温室効果ガスの排出量を推量するために、Friends of 
the Earth(2000)の研究を参考にする。（２５） 
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汚水処理の効率化 

 

 バンコク都民 1000 万人以上が一日約２４０万立方メートルの汚水をつくり出す。バン

コク都は調査研究を行い、一日平均２００万立方メートルの水を浄化出来る大規模な汚水

処理場が、少なくとも１２カ所必要であるとの計画を制定した。しかしながら、現在バン

コクにある大規模汚水処理場７カ所、小規模汚水処理場１４カ所では、一日に出る汚水の

量の４２％にあたる、一日１００万立方メートルの汚水の浄化しか出来ない。（２７） 
 この規定措置として、バンコクはクローントゥーイ汚水処理場、バーンスー汚水処理場、

トンブリ汚水処理場の３カ所の大規模な汚水処理場を増設する計画である。これでバンコ

クの全ての汚水浄化が可能な容量の合計は、一日に出る汚水の量の約６４％にあたる一日

平均１８０万立方メートルになる。エアロビック式の汚水浄化の割合は４２％から６４％

に増え、メタンガスの排出を減らし、二酸化炭素ガス５００００トンに相当する年に２０

００トンもの温室効果ガスの削減が可能になる。 

 

 

 

 

 

--------------------------------- 

２７ バンコク「バンコクの環境」アピラック・コサヨーティンバンコク知事の施政第３年度文書 ２００７年  

計画２．１：汚水の浄水化 

対策 2： 
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成果 

 目標に沿って汚水浄化の規定措置の効果が上がった場合、二酸化炭素ガスの年に８万トンに相当する

温室効果ガスの排出を減らす事が出来る。 

    

計画２．２ 家庭における汚水の減量化 

汚水からの温室効果ガスの排出を減らせるもう一つ

の方法は、発生地での汚水の放出を減らすことであ

る。この計画では汚水の量を１０％減らす目標を立

てており、それは一日２４０万立方メートルから２

２０万立方メートルに減らす事であり、また BOD
量を年に１億１千万 BOD から９９００万 BOD に

する事である。もしこの目標に達する事ができれば、

２０１２年には二酸化炭素ガスの年に約３万トンに

相当する温室効果ガスの排出を減らることが可能で

ある。 
 この措置には、家庭において食事を作った際に残

飯や油を排水管に捨てない様に促すキャンペーンが

ある。堆肥を作る代わりに、油の流出を防ぐものを

置いて、家庭レベルで汚水を浄化するシステムを作

ったり、目標にあわせ家庭での汚水量を減らす為に

水道水の使用を減らしたりすることなどである。 

洗浄用開閉蓋 公共の排水管へ流れ

る浄水された水 

残飯のふるいを引

き上げる為の蓋 

台所から排水管

に入る水 

取り除かれた油 

水の方向を制御

残飯のふるい 

水の逆流を防ぐ簾 
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    緑化対策 
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バンコク都公園局、環境局 

緑化ゾーン推進

実施計画 

緑化ゾーンを増やすことは、地球温暖化に対する直接的な解決策であ

る。樹木は光合成のプロセスで大気から二酸化炭素を吸収し、これを

合成し組織を生成することによって生き長らえる生物である。われわ

れが屋外で眼にする様々な植物や、大きな樹木などは、みな大気中に

占める二酸化炭素の削減に対して有効で、これは緑地化の場所、葉の

密集率、緑地の配置関係を考慮することによって大きな効力を発揮す

ることができる。またこれ以外にも、緑化ゾーンをバランス良く配置

すると、この緑化ゾーンが汚染物質をろ過し、酸素を供給するため、

域内での暑気対策にも効果を発揮し、温度を 2 度以上下げる効果があ

るとされている。 

近年のバンコク都でさかんとなっている植樹が本格的に開始された

のは、2523 年（西暦 1980 年）。当時の統治者によって、都内での植

樹活動が重視され、大通りに沿った街路樹設置の推進、公共公園の造

成が以来行われてきた。その政策は以後の統治にも引き継がれ、2539

年（西暦 1996 年）から 2543（西暦 2000）年の 4 年間でも、都内の

公園の敷地面積は 1125 ライ（約 180000 ㎡※1 ライ＝1600ｍ）増大

している。 

バンコク都の公園局、環境局の 2550 年（西暦 2007 年）の調査によ

ると、現在 2582 ヶ所ある公園、広場などにひろがる緑化ゾーンは、

計 11,859 ライ（約 18,974,400 ㎡）である。これを 2550 年のバンコ

ク都の人口 5,695,956 人、1 人あたりに換算すると、3.33 ㎡/人とな

る。さらにバンコク都では、年内 2551 年（2008 年）中に 1 人あた

りの緑化面積を 4 ㎡/人に増やす方針を打ち出している。その後 2550

年 5 月には、バンコク都現職知事であるアピラック・コーサヨーティ

ン知事によって計 300 万本の植樹が行われている。これらの活動と

合わせて関係諸機関との緑化政策によって、街路樹の設置も現在では

300 万本を越えるまでになっている。 
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バンコク都内における植樹活動 

目標：温室効果ガスの吸収に効果的な常緑樹植樹の推進 
グリーンゾーンを増やすことは、温暖化問題軽減にむけた温室効果ガス削減の具体的なア

プローチである。この計画の実効には、常緑樹木の数を増やすことが大事となる。この常

緑樹を増やすことにより、1 本につき年間約 9 ㎏の二酸化炭素を吸収することが可能とな

る。しかも寿命も長いことも利点のひとつで、芝生、雑草、花壇、収穫植物などが、短期

でしか生きられないため、再度二酸化炭素を増殖させ、恒久的な対策にならないのと比較

し、有効な手立てだと考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

------------------------- 

29 サームポン ヌアンガ－ム・ジョンラック ワッシャリンラット、ワナサート雑誌 １９‐２１年版(２

０００年-2００２年１月～１２月) :96-103 

実施計画 1 

対策 1.1：バンコク公共エリアに樹木を植える 

常緑樹の植樹は、バンコク都に関連する機関によって運営、管理さ

れている公共空間を中心に実施されている。 

 バンコク都によって公共道路の空きスペースに増植された

樹木は、バンコク都内 50 のケートと呼ばれる各分地区ごと

に年間 10,000 本に及ぶ。バンコク都では 2550～2555 年（西

暦 2007 年～2012 年）の 5 年間で 50,000 本以上の樹木を公

共道路沿いに植樹するよう各分地区に指示しており、バンコ

ク全体で 5年間かけて 2,500,000本の植樹が公共道路沿いで

実施されることになる。これで年間 22,500t の二酸化炭素を

吸収することが可能となる。 

 また様々な水路沿い全長 100km の両岸に 10m 間隔で計

20,000 本の植樹を実施し、これで年間 180t の二酸化炭素を

吸収することが可能となる。 

 マングローブ樹の造林を計 360,000 本実施し、年間 6480t

の二酸化炭素を吸収することが可能となる。 

 バンコク都の作成したマザープランに従い、2555 年（西暦

2012 年）までに 814 ライ（1,302,400 ㎡）以上のグリーン

ゾーンを追加で確保する。また追加で 81,400 本の植樹を公

共公園内で実施する。これにより年間 733t の二酸化炭素を

吸収することが可能となる。 

 



 

 

84

－103－

 

 

 広緑樹を増やす政策は、公共スペースに限らず、バンコクないの様々な商業機関、

民間所有による建築物でも植樹計画を実行することにより、より高い効果的が期待で

きる。これらの試みは以下の計画で実施される。 

 
 公営、民間のオフィス機関、教育機関、宗教機関とうに 1 年間に 5 ヶ所以上、合わ

せて、75,000 本の植樹を実施し、5 年間で合計 375,000 本の植樹を実施する。これ

により 3,375t の二酸化炭素を吸収できる。 
 記念日にちなんだ植樹のキャンペーンを実施する。バンコク約 2 万戸の各戸に 1 年

に 1 本の植樹を呼びかけることによって、5 年間で 10,000,000 本の植樹が可能とな

る。またこれにより 90,000t の二酸化炭素を吸収することができる。 

 
 バンコク周辺に位置する、山林部、山峰部、田園地帯などにミモザ、アカシア、ワ

イルド・オリーブ、ユーカリなどの早生樹の植樹を 1 ライ（1 ライ＝1600 ㎡）につ

き 10 本平均で促進する。これを実施すると植樹される樹木の数は 11,020,830 本と

なり、二酸化炭素の吸収量は年間 198,375t となる。 

 

 

成果 
バンコク都がこの計画通り植樹を推進することができたら、2555 年（西暦 2012 年）には、

新たに年間 0.32 万ｔの二酸化炭素を吸収可能となる。これにこれまで推進されてきた政

策によって植えられた既存の樹木の成長率を換算すると、二酸化炭素の吸収量は 2555 年

（西暦 2012 年）には年間 0.46 万ｔとなる。 
 

 

 

対策 1.2：バンコク公共エリア以外に樹木を植える 
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バンコク校外における植樹活動 

 

バンコク都は産業工場など温室効果ガスを排出する様々な民間の各機関との協力で、バン

コク近郊での植林を実施する。一例を挙げれば、サムットプラカーン県のバーンクラチャ

オのグリーン地帯の推進。これは 2555 年（西暦 2012 年）までに 60 万本の植樹を行う計

画で、0.54 万ｔのガスを吸収することができる。 

 

 
 
成果 
バンコク都の計画どおりバンコク周辺での緑化政策が進むと、2555 年（西暦 2012 年）に

は年間 0.54 万 t の二酸化炭素が吸収可能となる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施計画 2 
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現在のバンコクの温室効果ガス排出の現状を放置し、経済システム増大を許容し、現行の

社会現象・諸活動に対して何ら対策を講じない場合の推測値（BAU:Bussiness as Usual）

をもとに換算すると、2555 年（西暦 2012 年）には温室効果ガスの排出量は 48.69 万ｔに

達する。そのため、バンコク都では対策として、温室効果ガス削減目標値を 15％減に設定

している。 
ただしバンコク都が、既述の対策どおりの計画を実行できたとするならば、2555 年（西

暦 2012 年）には温室効果ガスの排出量は 38.94 万ｔにまで削減することができる。これ

は対策を講じることなく現状を放置した状況下での予想値 48.69 万 t の 20％減を意味し、

よって目標以上の効果を挙げることが可能である。 
（詳細は図 13 を参照） 
 

温室効果ガスの排出量 (百万トン／年) 

   図 13：将来のタイ国における温室効果ガス（二酸化炭素）排出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何ら対策を講じない（BAU）状

態で温室効果ガス放出しつづけ

た場合の予想値 

実施計画どおりの対策

を実行した場合の温室

効果ガスの予想値 
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  現在バンコク都内の各部門によって排出される二酸化炭素を含む温室効

 果ガスの値を、将来の予想値とともにまとめてみる。 
 

 表 10 

  対策を実施しない場合(BAU)と「バンコク都地球温暖化問題軽減対策 2007 年～2013 年」に従

い様々な対策を講じた場合の温室効果ガス（二酸化炭素比較）排出量を推定した、現在と将

来における各地の温室効果ガス排出量比較 

 

年 仏歴 2550 2555 
 

2555 
 

温室効果ガス排出の

主要因 
現在の温室効果ガス

の排出量 

 

何ら対策を講じない

（BAU）状態で温室

効果ガスを放出しつ

づけた場合の将来に

おける排出値 

実施計画どおりの対

策を実行した場合の

将来における温室効

果ガスの予想値 

交通 21.18 25.30 19.77 

代替燃料   (-0.61) 

電気 14.86 16 13.75 

ゴミ、汚水 1.13 1.13 0.95 

廃品のリサイクル使

用 
  (-0.28) 

その他 5.58 6.36 6.36 

グリーンゾーン (-0.10) (-0.10) (-1.00) 

合計 42.65 48.69 38.94 
 

バンコク都内における温室効果ガス排出に関する問題は、主に 2 つの分野でのエネルギー

消費が主要因となっている。それは交通での燃料使用であり、そしてビルにおける電力消

費である。これら 2 つのエネルギー消費の合計がバンコクにおける温室効果ガス排出の

85％を占めている。さらにもし何も対策を講じず、それぞれの分野の温室効果ガスの排出

の上昇を放置し続けたなら、この 2 つの分野における温室効果ガスの排出割合は将来さら

に上昇することになる。つまり、温室効果ガス排出のなかで 2 つの分野での排出は年間合

計 900 万 t にものぼり、この突出した排出量がこの問題を深刻化させているのである。 
もし何ら対策を講じない（BAU）状態で温室効果ガスを放出しつづけた場合の将来におけ

る排出値を予想してみると、2555 年（西暦 2012 年）交通での燃料使用による温室効果ガ

スの排出は 1977 万 t から 2530 万 t へと上昇する。一方代替燃料の使用により 61 万 t の
温室効果ガスが抑制できるが、電力の使用による温室効果ガスの排出量は 2555 年（西暦

2012 年）には 1600 万 t に上昇し、現在の 1375 万 t から上昇する。（詳細は表 10） 
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 他の地域での実施、即ち、温室効果ガスに対して様々な基準を設けてきたバンコ

クに比べ,同ガスを排出するが吸収も可能な地域でゴミ処理や汚水処理、緑化事業を行う傾

向が増えている。これらの実施が温室効果ガスの排出量にそれほど効果がないとしても、

そのような地域の自然はバンコク市民の環境向上につながる。 

 
 さらに、様々な場所から排出される温室効果ガス、例えばバンコクの建築現場で

使用されるセメントの製造や泥土と運河とが混ざって生じるメテンを始め、郊外で行われ

ている水田や動物の飼育などから生じる二酸化炭素をバンコクに含めると, 排出される温

室効果ガスのおよそ１５％になるとみられる。原則的に、様々な場所で発生する温室効果

ガスの排出量を削減することは難しく、この地域では減少しないと思われる。 
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付録 
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1. 公共交通機関の開発及び交通システム改善のための対策 

規準 実施方針 管轄 関係所管 

仏暦 2555

年に吸収

する CO２

量 

（単位：

100 万ト

ン） 

1.バンコク大量輸

送システム(電車)

の開発 

 1.1  5 年間に具体化さ

せる大量輸送システム

（電車）４計画の推進と

支援 

バンコク交通および輸送局 バンコク大量輸送システム

株式会社（公共）（BTS） 

タイ大量輸送電車事業

（MRT） 

タイ電車事業 

2.4 

  強化規準 

1)パーク&ライド方式の

駐車計画   

バンコク交通および輸送局

－ － 

  2)交通の選択、使用：自

転車 

バンコク交通および輸送局
－ － 

  3)様々な大量輸送システ

ムにおける「共通乗車券｣

の利用 

バンコク交通および輸送局

－ － 

2.定期運行バス路

線の改善と開発 

2.1 特別高速バスシステ

ム（バス高速輸送:BRT） 

バンコク交通および輸送局 バンコク大量輸送公社 
0.19 

  2.2 定期運行バス路線の

改善と開発およびバスへ

の特権付与 

バンコク交通および輸送局

バンコク公共事業機関 

バンコク大量輸送公社 

1.24 

  規準 

公営バスの品質改善とサ

ービス向上 

バンコク大量輸送公社 

－ － 

3.道路の効率化 

分岐道造成による

問題解決 

3.1 道路網システムの開

発 

バンコク公共事業機関 

運輸省国道局 

バンコク交通および輸送局 

運輸省国道局 

タイ特別事業 

1.7 

  規準 

1) 水上交通の改善  

水上交通と船舶交通 

バンコク交通および輸送局
－ － 

  2) 歩道の開発 バンコク公共事業機関 － － 

  実現に要する規準 

都心に入ってくる車の台

数を統制する 

バンコク交通および輸送局

－ － 



 

 

93

－112－

 

２.代替燃料使用奨励のための対策 

規準 実施方針 管轄 関係所管 

仏暦 2555年に

吸収する CO２量

（単位：100万

トン） 

1. バンコク

で選択可能な

エネルギーの

利用促進 

1.1 ガソリンの代わり

にガソホールの使用を

促進する戦略 

バンコク環境局

バンコク財務部

エネルギー省 

0.27 

  1.2 ディーゼル燃料の

代わりにバイオディー

ゼルの使用を促進する

戦略 

バンコク環境局

バンコク財務部

エネルギー省 

0.34 

  強化規準 

二酸化炭素ガスが生じ

る石油の使用 例：天然

ガス（CNG/LPG） 

バンコク環境局 エネルギー省 

－ 

  実現に要する規準 

生物体燃料（バイオマ

ス）の使用による電力生

産計画 

バンコク環境局 電力生産事業所 

首都電気事業所 

エネルギー省 
－ 

 

３．建物内の電力使用改善のための対策 

規準 実施方針 管轄 関係所管 

仏暦 2555年に吸

収する CO２量 

（単位：100万ト

ン） 

1. 建物におけ

るエネルギー

消費の効率化 

1.1 代替エネルギー開発保護局が推

進する大型建物のエネルギー保護対

策事業によるバンコクの建物におけ

る効率改善 

バンコク環境局 

バンコク公共事

業機関 

エネルギー省 

0.01 

  1.2 代替エネルギー開発保護局が推

進する大型建物のエネルギー保護対

策事業による 10%以上の旧建物を含

むバンコク全区の新築大型および中

型建物の効率規約 

バンコク環境局 

バンコク公共事

業機関 

エネルギー省 

0.42 
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規準 実施方針 管轄 関係所管 

仏暦 2555年に

吸収する CO２量

（単位：100万

トン） 

2. 電気の節約

戦略 

2.1 使用頻度の変更と使用したい

時だけエネルギーを消費する機器

活用促進戦略 

地球温暖化緩和に対するバン

コク宣言に署名した 36機関 － 0.7 

  2.2 エアコン使用頻度の変更促進

戦略 

地球温暖化緩和に対するバン

コク宣言に署名した 36機関 
－ 0.41 

  2.3 電気機器を良好な状態に維持

し、機器エネルギーの効率を表すラ

ベル貼付の奨励 

エネルギー省 

工業省 

地球温暖化緩和

に対するバンコ

ク宣言に署名し

た 36機関 

0.44 

  2.4 就業時使用電力 1W以下のラ

ベル貼付機器の使用促進戦略 

地球温暖化緩和に対するバン

コク宣言に署名した 36機関 
－ 0.14 

  2.5 省エネ電球および効率の高い

安定器使用戦略 

地球温暖化緩和に対するバン

コク宣言に署名した 36機関 
－ 0.13 

 

４．廃棄物及び汚水処理のための対策 

規準 実施方針 管轄 関係所管 

仏暦 2555年に

吸収する CO２

量（単位：100

万トン） 

1. ゴミ処理の効

率向上 

1.1 有機ゴミの処理 バンコク環境局 

自然資源環境省 

地球温暖化緩和に対するバン

コク宣言に署名した 36 機関 
0.10  

  

1.2 ゴミの加工（リサ

イクル） 

バンコク環境局 

自然資源環境省 

地球温暖化緩和に対するバン

コク宣言に署名した 36 機関 
0.28 

  

実現に要する規準 

1) 廃棄物エネルギー

所の設立 

バンコク環境局 

－ － 

  

2) 大型施設での焼却

削減戦略 バンコク環境局 － 
－ 

2. 汚水処理の効

率向上 2.1 汚水浄化 

バンコク排水施設 

自然資源環境省 

農業省 

工業省 
0.05 

  

2.2 家庭からの汚水

量削減 

バンコク排水施設 

自然資源環境省 

農業省 

工業省 
0.03 
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５．緑化対策 

 

規準 実施方針 管轄 関係所管 

仏暦 2555 年に吸

収する CO２量（単

位：100 万トン）

1. バンコク区

内での植林 

1.1 バンコク都内

での植林 

地球温暖化緩和に対

するバンコク宣言に

署名した 36 機関 

－ 0.14 

  1.2 バンコク管轄

外での植林 

地球温暖化緩和に対

するバンコク宣言に

署名した 36 機関 

－ 0.32 

2. バンコク区

外での植林 

  地球温暖化緩和に対

するバンコク宣言に

署名した 36 機関 

－ 0.54 
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